
鳥取県保育士資格・幼稚園教諭免許状取得支援事業補助金交付要綱 

 

（趣 旨） 

第１条 この要綱は、鳥取県補助金等交付規則（昭和３２年４月鳥取県規則第２２号。以下「規

則」という。）第４条の規定に基づき、鳥取県保育士資格・幼稚園教諭免許状取得支援事業補

助金（以下「本補助金」という。）の交付について、規則に定めるもののほか、必要な事項を

定めるものとする。 

 

（交付目的） 

第２条 本補助金は、新たな保育需要への対応による保育士確保及び幼保連携型認定こども園に

おいて配置が必要な保育教諭の確保として、保育士資格取得及び幼稚園教諭免許状取得を支援

することにより、子どもを安心して育てることができるような体制整備を図ることを目的とし

て交付する。 

 

（補助金の交付） 

第３条 県は、前条の目的の達成に資するため、次に掲げる事業（以下「補助事業」という。）

を行う者に対し、予算の範囲内で補助金を交付する。 

（１）保育士資格取得支援事業 

   「保育人材確保事業の実施について」（平成２９年４月１７日雇児発０４１７第２号）

の別添１に定める「保育士資格取得支援事業実施要綱（Ⅰ保育士資格取得支援事業）」に

より、県内に所在する対象施設を運営する法人及び市町村並びに対象者（やむを得ないと

認められる場合を除き、県内に住所を有する者に限る。）が行う事業 

（２）保育教諭確保のための幼稚園教諭免許状取得支援 

   「教育支援体制整備事業費交付金（認定こども園設置促進事業）実施要領」（平成２７

年５月２１日初等中等教育局裁定）の別紙３に定める「保育教諭確保のための幼稚園教諭

免許状取得支援」により、県内に所在する対象施設を運営する法人及び市町村が行う事業 

（３）保育士試験による資格取得支援事業 

   「保育人材確保事業の実施について」（平成２９年４月１７日雇児発０４１７第２号）

の別添１に定める「保育士資格取得支援事業実施要綱（Ⅱ保育士試験による資格取得支援

事業）」により、地方公共団体以外の者が行う受験対策学習費用補助事業 

２ 本補助金の額は、補助事業ごとに算出した補助事業に要する別表の第２欄に掲げる額（以下

「補助基準額」という。同表の第３欄で定める額を限度とする。）、第４欄に定める対象経費

の実支出額と総事業費から寄付金その他の収入額を控除した額のうちいずれか低い額とする。

ただし、仕入控除税額（補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税に相当する額のうち、

消費税法(昭和６３年法律第１０８号）に規定する仕入れに係る消費税額として控除できる部

分の金額と、当該金額に地方税法（昭和２５年法律第２２６号）に規定する地方消費税率を乗

じて得た金額の合計額をいう。以下同じ。）を除くものとする。 

３ なお、鳥取県産業振興条例（平成２３年１２月鳥取県条例第６８号）の趣旨を踏まえ、補助

事業の実施に当たっては、県内事業者への発注に努めなければならない。 

 



（交付申請の時期等） 

第４条 本補助金の交付申請は、補助事業により対象者が保育士証、幼稚園教諭免許状又は幼稚

園教諭免許状更新講習の修了を証する教育委員会の更新講習修了確認証明書、有効期間更新

証明書又は教育免許法及び教育公務員特例法の一部を改正する法律（平成 19 年法律第 98

号）附則第２条第３項第３号の確認証明書の交付を受けた後、対象施設に勤務することを要

する場合は対象施設に勤務を開始した日の属する月の末日までに、対象施設に勤務することを

要しない場合は保育士証の登録日から起算して３０日以内に行わなければならない。ただし、

やむを得ない理由により当該期日までに提出できない場合は、この限りでない。 

２ 規則第５条の申請書に添付すべき同条第１号及び第２号に掲げる書類は、それぞれ様式第１

号、様式第２号、様式第３号、様式第４号及び関係書類を添付しなければならない。ただし、

前条第１項第１号保育士資格取得支援事業のうち、幼稚園教諭免許状を有する者の保育士資格

取得支援に係る申請については様式第４号の添付は不要とする。 

３ 本補助金の交付を受けようとする者は、交付申請に当たり、仕入控除税額が明らかでない

ときは、前条第２項の規定にかかわらず、仕入控除税額を含む補助対象経費の額に補助率を

乗じて得た額（以下「仕入控除税額を含む額」という。）の範囲内で交付申請をすることが

できる。 

 

（交付決定の時期等） 

第５条 本補助金の交付決定は、規則第１８条第１項の規定による交付額の確定と併せて行うこ

ととし、原則として、交付申請を受けた日から３０日以内に行うものとする。 

２ 本補助金の交付決定通知は、様式第５号によるものとする。 

３ 知事は、前条第３項の規定による申請を受けたときは、第３条第２項の規定にかかわらず、

仕入控除税額を含む額の範囲内で交付決定をすることができる。この場合においては、仕入

控除税額が明らかになった後、速やかに、交付決定に係る本補助金の額（変更された場合は、

変更後の額とする。以下「交付決定額」という。）から当該仕入控除税額に対応する額を減

額するものとする。 

 

（着手届を要しない場合） 

第６条 規則第１１条第３号の知事が別に定める場合は、同条第１号又は第２号に規定する補助

事業以外の全ての補助事業に係る場合とする。 

 

（実績報告の時期等） 

第７条 規則第１７条第１項の規定による報告（以下「実績報告」という。）は、規則第５条の

交付申請書の提出を以って、報告があったものとみなす。 

２ 本補助金の交付を受ける者（以下「補助事業者」という。）は、実績報告に当たり、その

時点で明らかになっている仕入控除税額（以下「実績報告控除税額」という。）が交付決定

額に係る仕入控除税額（以下「交付決定控除税額」という。）を超える場合は、補助対象経

費の額からその超える額を控除して報告しなければならない。 

３ 補助事業者は、実績報告の後に、申告により仕入控除税額が確定した場合において、その

額が実績報告控除税額（交付決定控除税額が実績報告控除税額を超えるときは、当該交付決



定控除税額）を超えるときは、様式第６号により速やかに知事に報告し、知事の返還命令を

受けて、その超える額に対応する額を県に返還しなければならない。 

 

（雑則） 

第８条  規則及びこの要綱に定めるもののほか、本補助金の交付について必要な事項は、子ども

家庭部長が別に定める。 

 

   附 則 

 この要綱は平成２８年２月９日から施行し、平成２７年度の補助事業から適用する。 

  附 則 

 この要綱は平成２９年２月２日から施行し、平成２８年度の補助事業から適用する。 

  附 則 

 この要綱は平成２９年９月１９日から施行し、平成２９年度の補助事業から適用する。 

  附 則 

 この要綱は平成３１年１月１０日から施行し、平成３０年度の補助事業から適用する。 

  附 則 

 この要綱は令和元年１２月１２日から施行し、令和元年度の補助事業から適用する。 

  附 則 

 この要綱は令和３年３月１０日から施行し、令和２年度の補助事業から適用する。 

附 則 

 この要綱は令和４年１１月２９日から施行し、令和４年度の補助事業から適用する。 

附 則 

 この要綱は令和６年１月１９日から施行し、令和５年度の補助事業から適用する。 



別 表（第３条関係） 

１ 事業 ２ 補助基準額 ３ 限度額 ４ 対象経費 

保 育

士 資

格 取

得 支

援 事

業 

(1)認可外保育施設

保育士資格取得支援 

① 養成施設受講料等 

 指定保育士養成施設の受

講に要した経費の１／２ 

 

・ 指定保育士養成施設卒業により保育士資格を取得する場合 

         ３００，０００円 

・ 「保育士試験の実施について」（平成１５年１２月１日雇児発第１

２０１００２号雇用均等児童家庭局長通知。以下「試験実施通知」

という。）の別表②及び③により保育士資格を取得する場合 

   １人当たり １００，０００円 

・ 試験実施通知の別表①により保育士資格を取得する場合 

   １人当たり ２００，０００円 

入学料（養成施

設に納付する入

学金又は併願登

録料）、受講料

（面接授業料、

教科書代及び教

材費）及び代替

保育従事者雇上

費、代替保育士

雇上費、代替幼

稚園教諭雇上費 

② 代替保育従事者雇上費 １人１日当たり ７，４４０円 

(2)保育教諭確保の

ための保育士資格取

得支援 

① 養成施設受講料等 

 指定保育士養成施設の受

講に要した経費の１／２ 

１人当たり １００，０００円 

② 代替保育士雇上費 １人１日当たり ７，４４０円 

(3)幼稚園教諭免許

状を有する者の保育

士資格取得支援 

① 養成施設受講料等 

指定保育士養成施設の受

講に要した経費の１／２ 

１人当たり １００，０００円 

(4)保育所等保育士

資格取得支援 

① 養成施設受講料等 

指定保育士養成施設の受

講に要した経費の１／２ 

 

・ 指定保育士養成施設卒業により保育士資格を取得する場合 

   １人当たり ３００，０００円 

・ 試験実施通知の別表②及び③により保育士資格を取得する場合 

   １人当たり １００，０００円 

・ 試験実施通知の別表①により保育士資格を取得する場合 

   １人当たり ２００，０００円 

保育教諭確保のための幼稚園

教諭免許状取得支援 

  

① 免許取得に係る受講料

等 

養成施設の受講に要した

経費の１／２ 

１人当たり １００，０００円 

 

② 代替幼稚園教諭雇上費 １人１日当たり ７，４４０円 



保育士試験による資格取得支

援事業 

 

 

 

 

 

受験対策学習費用補助 

 保育士試験受験のための

学習に要した経費の１/２ 

 

 

 

１人当たり １５０，０００円 

 

 

 

 

 

 

入学料（講座を

開講している事

業者に納付する

入学金又は登録

料）、受講料（面

接授業料、教科

書代及び教材

費） 

 


